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ルーマニアの 「パプリカ」

学名： Capsicumannuum L. Var. grossum 
［ナス科： SOLANACEAE]

英語名： BellPepper, Sweet Pepper, Paprica 
現地名： Ardei

25°E 

ジャンボピーマ乞カラーピーマンなどいろ

いろな呼び名があるが、 「パプリカ」とは完熟させ

て収穫するタ イプのビーマンの総称で、果色は赤、橙、

黄、紫、黒など10色以上、鮮やかな彩りを料理に提供してく

れる。香り、甘味に加えてわずかな酸味があり 、fJカ ロチン、

ビタ ミン Cを含む。

ルーマニアではパプリカの栽培が盛んである。プカレスト郊外を訪

れた際、農民がパプリカとパンだけの昼食を摂っていたが、外資系ス

＿パーやホテルのレス トランではオランダ産のパプリカが幅を利か

せている。

45° N 我が国ではオランダ ・ニュージーランド産が、最近では韓国産も出回っ

ている。季節性、市場性などの点ですみ分けをし、国内の産地化がさ ら

に進むことを望む。

（第一事業部渡辺哲）
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アジア諸国の花き生産事情 (2) 

韓 国 （社）海外農業開発協会

専門委員 米村浩次氏

WI 花き生産の概況 7
 

■ガラス温室
□プラスチックハウス
・露地

韓国の化き栽培農‘家は約 1;i3, 000斤あり、

1990年代1iii半には急増したが、誠近は横這い傾

このうち1とき専業農家は約80％を占向である。

めておリ、兼業農家はやや減少する傾向にある。

花きの栽培面梢は5,824haで、 そのうち施設が

6割近くある。施設は、プラスチックハウスが

約3,000ha、ガラス至が約330haとなっており、

プラスチックハウス をセ体にした施設生産が盛

んである。ただし、特徴的なのは、プラスチッ

クハウスが減少傾向にあり、 ガラス温奎が名実

に増加していることであろう（図 1)。

少し広域的に見ると、

きな産地があると兄てよい。

ガラス室

では、 •最近は大型のダッチライトハウスが増加

している。

花き生産額は5,965億ウオン（約10ウオン＝1 

Pl、約600億円）で、種類別割合は、切り花が45

％、鉢物が37％となっており（図 2）、いずれも

微増栢向ではあるが生産は伸びている。

花きの産地は全国的に広く分布しているが、

京畿道と炭南道が特に多い（図 3)。これはもう

京畿道はソウルに近く、

炭南道はプサンに近いので、両都市の周辺に大

ソウル周辺は鉢花
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が多く、プサン周辺は切り花が多い。

切り化については、ほぼII本と同じ種類、品

種が栽培されている。パラとキク、ユリなどの

生所が多いが、特にバラは II本よりも栽培而禎

が多い。これらの種類はいずれも生）笙が伸びて

おり、対n輸出絨も多い。その他では、カーネ

ーション、ガーベラ、カスミソウ、スターチス

なども多いが、被近は横這いイ項向で生I)位はあま

リ伸びていない。

鉢物については、観葉植物類、洋ラン類の生

産が古くか ら盛んであったが、最近は、鉢花類

が急辿にイI|Iびている。そして、鉢花の栽培技術

のレベルも急辿に進歩しておリ、栽培される種

類の多様化も進んでいる。観娯栢物ではアナナ

ス、アンスリウム、フィカスなど、i芋ランでは

コチ ョウラン、シンビジウム、デンフ ァレなど、

鉢花ではシクラメン、カランコエなどが多い。

サポテン、特：に 「緋牡丹」などの接ぎ木サポテ

ンは、韓国を代表する輸出花きであり、現在も

生産は盛んである。主産地の点畿道では道立の

サポテン専1門の試験楊もあり、育種や栽培技術

開発に栢極的な行政支援が行われている。その

他、盆栽や東洋ランなど、伝統花きの生産もか

なリ多い。

：［ 花き類の輸出 7
 韓国の花きの輸出が急増している。韓国の花

き輸出頷は1998年でl,222US＄あり、対前年比

201％と大きく伸び、特に切り花は対前年比366

％と府砂'{的な伸びを示した。さらに、 1999年に

は対前年比161％となり、増加の勢いは止まって

いない。このうち、対日輸出の動向を示したの

が図 4である。

輸出が急増した要因はバラで、図 5に示すよ
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図4 韓国の対日花き輸出額の推移
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図5 韓国の品目別花き輸出額の推移

うに、 1998年は輸出領342US＄で前年に比べ78

倍も増えるという信じがたい伸びをぷした。さ

らに1999年にもほぼ倍増し、日本ではインド産

バラを駆逐する勢いを示した。

キクは 1年遅れて、 1999年に輸出が急妍し、

輸出高210US＄で、前年に比べ7.7倍 も増え、バ

ラに似たパターンで増加している。

従米斡国産切り花で輸出領が多いのはユリ類

であったが、そして現在も輸出姑は多いが、バ

ラほどには騒かれない。これは、長年にわたっ

て徐々に増加してきた経緯（図 5) と、わが国

の花き園芸における基幹作物的な位置づけの違

いも大きな要因と見るべきであろう 。まだ、ユ

リ類の輸出、な欲はかなり高く、現在も栽培施設

の高度化が進められつつある。

さらに、ランと 「その他」が増加 しているこ

とが注目される（図 5)。ランはシンピジウムの

対中国輸出が増加していることによるが、わが
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事業氾寸描

フィリビン、ミンダナオ島

のダバオ近郊でのアンスリ

ウムの切花の栽培風景。 輸

出も行っている。

（前号つづき）

フィリビン、ミンダナオ島

ダパオ近郊のスプレーギク

栽培風景。標高BOOm程度の
高冷地で周年栽培している

が、品質は良い。

（前号つづき）

ミャンマー、メイミョウで

のキク栽培。標高lDOOmの
高冷地で大きな花の産地。

ミャンマーは意外と花の消

が多い。

（前号つづき）
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韓国、京畿道のバラ栽培風

景。大規模なダッチライト

温室で、アーチング方式仕

立法の養液栽培をオランダ

式の管理で栽培している。

対日輸出を行っている農

園。

韓国、ソウル。農産物流通

公社花市場内の鉢物仲卸街

の風景。大規模な市場で、

韓国の花の消費が活発なこ

とが想像できる。ソウルに

は他にもかなり市場は多

い。

韓国、亀尾花き園芸公社農

湯のスプレーギク栽培風

景。韓国を象徴するような

大規模農湯で、この温室で

4 haある。？3haの栽培施

設を建設中である。オラン

ダ式の栽培で全量対日輸出

している。



1 •I1 へもコチョウランの半製i'1111や由などを輸 ,'-1', し

ている。「その他」については、十分な把握をし

ていないが、少なくとも最近は、カランコエ、

シクラメンなどを始め、アナナス類、ヤプコウ

ジ、アンス リウム、 その他い くつかの鉢物類が

東京市場や九、川市場に出荷されるようになって

おり、鉢物輸出は明 らかに妍加する傾向にある。

サポテンは111：界の 7割のシェアを持つ生産国

であり、輸出栢 も多い。かっての II本の地位を

統って、完全に世界市場を支配している。

なお、韓国の花き輸出は、1111別に兄ると II本

が63％を占めるが、香港を含めて中国への輸出

が26％になり、これも急速に増えている。1i大

なII-i:J-:Jhである 中国にターゲットを1h]けつつある

（図 7)。

田I生産技術と施設装備 7
 韓国の花きの生産技術は、披近急速に進歩し、

品質は向上し始めている。そして、オラ ンダか

らの導入技術がよく押及しているように思える。

キクではソイルプロ ック育苗など、バラではア

ーチング方式による旋液栽培（図 8) など、オ

ランダ式の管理システムが広く普及し、この方

式で生産された花がH本に輸出されてい る。

鉢物では、エプアンドフロー式やトイ方式の

底而吸水システムのベンチが急速に蒋及し始め

ている。
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図6 韓国の品目別花き輸出額
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栽培施設は輸出を前提にした場合には半領近

い高率の補助金制度がある関係で、かなり重装 ［01花きの流通と消費 7
 

備化されたものが多い。また、冬が厳しい環境

でもあるので、多層被裂が徹底しており、 4~ 6 韓国の国民 1人当たりの花きの年間泊骰址は

）i｛被裂は普辿で、最高では 8附のものまである。 1,300円前後である（図 9)。1998年には経済危

機の影聘が現れてili骰が減退しているが、おし

なべてみると順調に増加している。切り花は贈
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図9 韓国の 1人当たりの花き消贄額の推移

答用の梢戦が、鉢物は自宅装飾用のil'ilJ)がそれ

ぞれ半数以上を占める消骰構造となっている。

花きの市場はソウルとプサンを中心に複数の

市場がある。時計板式の機械セリを行っている

市場もある。切り花に関しては、卸、 1巾卸、小

売りの流辿システムがよく形成されている。

鉢物については、 セリ取引が少なく 、仲卸店

が多数並ぶ専門の大型市楊が多い。洋ラン専門

市場もある。ソ ウルやプサンには多数の店が軒

を連ねる園芸店群が目に付き、消骰の大衆化が

進んでいることがうかがえる。

[I]I韓国の花き園芸と日本との関係／

韓国の切り花単価は、統計上単純に計葬する

と、バラが19円、キクがllPl程度である（図

10)。ひるがえって日本を見ると、バラが65円、

キクが45円程度である。 この差額はかな り大き

いが、 n本への輸出には市場手数料、輸送骰、

通関料、商社の手数料などの諸経骰が大きく、

およそ II本での販売価額の30~40％は差 し引か

れることになる。 しかも、輸出は特級品のみに

してい ることや、出荷作業の余分な手間などを

考胞すると国内価格よりかなり高く売れないと

採葬が合わない。統計上の数値はとも かく、韓
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図10 韓国のパラ、キクの切り花単価の推移

国の市場相揚も良品についてみれば、 時期によ

っては必ずしも 日本の方が高いとばかりはいえ

ない。一部で対日輸出は採邸が合わないからと

国内販売に切り替えた農園もある。 しかし、輸

出を前提にした楊合、施設の高度化や鉢物川ピ

ー トモスに対する補助制度があり、さらに、輸

出業者への輸，LI-',奨励金制度があることなど輸出

奨励政策が梢極的に行われていることを考える

と、 日本への輸出は今後も増加すると考えた方

がよいのであろうが、今後は、品質の優れたも

のを生産する能力のある農園では、国内販売が

有利か、輸出が有利か、 当然の経済原理に碁つ•`

いた選択をすると考えるのが自然であろう 。

韓国は、気候的には花き園芸の適地とは必ず

しもいえない。夏は暑く、冬は寒いという過酷

な気候は、関東以西の太平洋側の気候に比ぺる

べくもない。GNPは日本のほぼ半分ではある

が、石油燃料は日本より高く、異常な多／杓被狡

下で生産されている韓国の花きが、品質が艮＜、

安価に生産され、それにわが国が強い打撃を受

けるとすれば、 我々の生産性にも大きな問題点

があるのではないかとの脊鐘をI嗚らしてくれて

いる もの と受け止めるべきではなかろう か。

（以上の図表は上に韓国牒林部2000花き栽培現

況より抜粋、作図）
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目下、ルーマニアは国家経済の再建につとめ、なかでも農業政策の改革 ・環境の整備および

近代化を急いでいる。これは農業が国家経済の基熊を形成する重災なセクターであること 、国

民生活と密接な関係にあること、共同農業政策 (CAP)をはじめとする欧州辿合 (EU)加盟を

視野に人れてのことである。

現在、農林業はGDPの15％を占め、上業、サーピスおよびその他産業に続く 三番11の地位に

あるが、 国民生活の而では食料供給のみならす）i［川の27％をカバーし、農村地域住民の生活安

疋に前災な役割を果たしている。

本稿は、 2000年lOJl、（ネt）海外牒業開発協会がルーマニアを対象に尖施した調介結果の一部

を本誌川に取りまとめたもの。

Jレーマ 七」•

●- ア の農業概況
（社）海外農業開発協会 第一事業部

国土・自然条件

1. 位沼 ・而柏

田士は ヨーロッパの南東、バルカン半島の北

部、 北綽43゚37'07"から48゚15'06"、東経20°15'44"

から29゚41'24"に位岡している。 23h8,39lk而の

国士而禎は 1一1本の本）小1とほほ同じで、中 ・東欧

ではポーランドに次ぐ広さをもつ。

東洒の直線距離は743km、南北の直線距離．は

525kmで形は楕円形に近い。また、 3,181kmに及

ぶ国撹線は、その 3分の 2がドナウ川などの河

川 と！且海の海岸に沿い、残りの 3分の 1が隣接

固と地続きで、国境線の長さは、 北のウクライ

ナが646km、北東のモル ドヴァ共和国が681km、

西のハンガ リーが445km、南西のユーゴスラヴィ

アか544km、南のブルガ リアが631km、東の黙海

に面する延長距離は234kmである。

地形は国土の中央部を北か ら西へ 「つ」の字

状にカルパチア山脈とトランシルヴァニア山脈

が走り、 山岳31%、丘陵 ・台地36%、平野33%

とほほ三 つに分かれている。

地Hは平野、丘陵 ・台地などで構成され、う

ち農地は62.1 % (1, 480万ha) と推罪されてい

る。森林は28%(666万ha)、河川 と湖沼などの

水而柏は3.7% (88万ha)、市街地は6.1% (145 

万ha)である。

2.河川

国内に源をもつ河川の98％は、本流 ・支流を

形成して ドナウ川に注ぐ。 ドナウ川はユーゴス

ラヴィ アから トランシルヴァニア山脈とバルカ

ン山脈を分ける鉄門渓谷から国内に流入し、プ

ルガ リアの国境沿いを束へ流れ、 ドプロジャ平

原を北上した後、プルー ト川 と合流、 ドナウ ・

デルタで分流して黒海に注ぐ。ルーマニア国内

での総延長は1,075kmに及ぶ。
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他の主要河川を国内総延長順に栄げると、①

トランシルヴァニア地方を東から西のハンガリ

ーヘ流れるムレシュ川が761km、②ウクライナの

カルパチア山脈の東側に水源をもち、北東部モ

ルドヴァとの国境を流れるプルート川が742km、

③ トラ ンシルヴァニア山脈の中央部から南下し

ドナウ川に合流するオル ト川が615km、④フ ル゚ー

ト川と平行にカルパチア山脈沿いに南下するシ

レト川が559km、⑤ トランシルヴァニア地方の南

東部からブカ レスト近郊まで流下しバラガン乎

瓶を束へ流れるイアロミッツァ川が417km、⑥ト

ランシルヴァニア地方の中央部から北西部へ流

下するソメシュ川が376kmである。

ヨーロッパ中央部を流れる二大河川で、 ドイ

ツ南西部シュヴァルツ・ヴァルトに源がある「ド

ナウ」とアルプスを水源とする「ライン」の存

在は、ヨーロッパの政治、経済、文化の発版と

性沖妾にかかわってきた。

この二大河川は、ライン ・マイン ・ドナウ述

河の改良、 ドナウ下流の難所、鉄1"1渓谷に水門

を建設したことで大西洋と黒海をつなぎ、道路、

鉄道の発逹した現在でも 内陸水路網として重要

な役割を果たしている。

3.気候

国士全体が中央ヨーロ ッパ特布の温暖な移動

性大陸気候盟下にあるが、標高の辿いから西部

はやや海洋性、南西部は地中海性、東部は大陸

性気候に大別される。

首都ブカレストの平均気温は、冬期-3℃、夏

期22~24℃。年平均気温は、南部11℃、北部 8℃ 

で、冬期はウクライナからの大陸性寒気団の影

粋を受ける。年間の平均降水屈は637mmで、 山岳

部は1,000mmを越えるが、平野部は400~500mmに

とどまる。夏期に灌漑施設が不備な地区ではし

ばしば旱魃が発生し、農作物の被害が大きくな

る。この原因については人恥的な環境の破壊と

いった1廿1辿も含め、いくつかの間題点が指摘さ

れているが、 i：：．たるものは「1然条件として、季

節的に蒸散址が多くなるのに降雨の方が少なく

なることによる。

4. 土壌 ・植生

カルパチア ・トランシルヴァニア両山脈の南

東部、 ドナウ川沿いに広がる農地では、小文、

大麦、 トウモロコシ等の穀類、 ヒマワリ、ダイ

ズ、ナタネ等の油料、シュガー ・ビートに代表

される糖料筈、食料作物が栽培され、大生産地

幣を形成している。山脈周辺や内陸の トランシ

ルヴァニア地方では、ブドウ、 モモ、アンズ、

サクランポ、 リンゴ、洋ナシ、マルメロ、アー

モンド等の果樹が盛んに栽培されており、生果

およびワイン ・各種果実洒の生産原料の消西に

向けられている。

平野部の土壌は、多種の土壌旋分を抱えられ

るモンモリロナイ ト(Montmorillonite)粘土が

基態のチェルノゼム(Chernozem)である。地域

により粘土、壌土、 小礫の含有割合は違うが、

物理性、化学性からは作物栽培に適する。 しか

し、土壌条件がよくても他の要件を満たしてい

なければ安定した成果は望めない。

例を挙げる。

ジュルジュ地域の土壌は粘土質が高いが、今

年 6~ 8月の期問、降雨がなかったことで数十

年米の旱魃にみまわれる。 9月上旬にまとま っ

た降雨を紺たが、再び無降雨日が続き、土攘が

堅く締ま ったため、 9月下旬の小麦の1番種期に

は異例の潅漑を行い、土壌膨軟後に大型 トラク

ターで耕起した。

現場で発芽勢の揃った小麦畑の土壌を確認し

たところ、堅めではあるが小礫を含む崩れやす

いものであった。
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社会経済概況

1.人口

1998年 7月現在の国家統計による 人口は

2,250万、人II密度は96人／徊。人口の89.5％が

ルーマニア人で、 10.5％を占める少数民族の内

訳は、ハンガリ一人162万人(7.1%)、ジプシー

（ロマ） 40万人(1.8%)、ドイツ 人12万人

(0. 5%)、ウクラ イナ人6.6万人(0.3%)、ユダヤ

人0.9万人(0.04%)であ る。

同統計が示す都市部の人 l-1割合は55％弱で

1997年より減少に転じるが、これは都市の失業

者が農村に移動したことが原因としている。出

生率は政府が中絶を禁止したり許可したりと、

たびたび政策変更をした影靱を受け、年により

変動幅が大きい。ただ、 1989年の革命以降は、

出生率の急落と死亡率の上昇といった要囚が訊

なり、1990年の2,320万人をピークに実質的な人

LI減が続いている。

2.行政

国の行政単位は、県 (co un t y)、 Ill「 • 市

(town)、郡（commune)に分けられている。1999

年末現在、国内にはプカレスト首都圏と41の県

がある。町と市を合わせた数は263ある。そのう

ち市は84を数える。人口10万以上の市の数は25

で、そのうち 8つの市の人口はすでに30万を越

えている。

南部平野に位骰する最大限プカレス ト首都圏

の面梢は238徊で行政区は六つに分かれている。

1999年末現在の人口は、 201万1,000で、 総人口

の9％が首都梱に居住、これをイルフォフ県が

取り囲んでいる。

行政は地方委員会（郡、町、 市、村の委員会）

が執行し、郡レベルの執行部「prefectura」は政

府任命の長官(prefect)がリーダーを務める。町

と村レベルでは、地方選挙で選出された市長と

地方委且会が執行部を代表するが、＇長際には各

行政省の長官が指導権をもつ。

農業省の場合は、農業食糧総局と家畜衛生管

理局である。

3.インフラストラクチャー

インフラは近代化への投査が少なく、絨 ・質

ともに未発達の状況にある。93年の統計による

道路（公道）と鉄道の延長は 8万3,000km強で、

地方の農村部にゆくほど分布密度が薄くなり、

質、池化率の低さも農業発展を阻害する要因の

一つになっている。

鉄道全体の這化率は32%。最も電化率の低い

地域は北部の14.6％で、首都プカレストを取り

囲むイルフォフ県の47％が最も高い。鉄道密度

の平均は48km/1,000km'で、プカレスト ーイルフ

オフltfl(l 77km/l, 000畑）が最も高く、東部ドナウ

平野(30km/1,000畑）が最も低い。

公道の平均密度は1,000kmあたり307kmで、鉄

道同様にプカレスト ーイルフ ォフ地区間が最も

高く（同428km)、東部ドナウ平野が最も低い（同

229km)。

4.経済概況・経済政策

96年11月の総選挙で政権が交代し、 97、98年

と新与党辿合のチョルベア、ヴァシレ両政権の

下で経済改革が実施された。物価と為替の自由

化、 公団の組織替え、民営化、 国常銀行の売却、

非採額国常企業の民営化 ・清葬等 は々、 89年以

降の諸政権が唱えながらも実施できなかった諸

政策であったので、制度的にはこの 2年間の成

果といえる。国民に一時的な犠牲を強い、従来

の残滓を一掃する政策はよしと して も、今なお

経済の浮揚どころか底入れも見えず、国民に展
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望を与えられないところに1廿l辿がある。98年の

年間インフレ率は40％と、マクロ経済ではある

程度の安定を果たしているものの、民党化（国党

企業売却をほぼ終了）推進による市場経済の活

1生化で、年度後‘I£から経済 1111復させるとする政

）付の想定は1雌餅に帰した。2000年llJJに行われ

た総選挙でイリエスク政権が復帰したのは、国

民が変化を求めながらも、閉塞状況を抜け出せ

ない政権に兄きりをつけたよれともいえる。

(1)生産 ・］11.{}ll

96年の失業玲｛は6％台まで好転したが、 97年

以降は厳しい経済リストラ政策の影牌で再び増

大に転じ、 99年2月末に初の12％に逹した。99

年も、大国常企業、公杜、 I・！i|常銀行のリストラ

がf•定されているので、今しばらく失業率の縮

小は望めそうにない。

国内労働人IIは、 938)j弱 (96年末）、給り所

得者はおよそ502万5,000(98年12月）、失業者数

は118万強(99年2H)、年令生活者は582Jj強(98

で、給炉所得者数を凌総している。年末）

(2) °”yI 只クJ

98年のGDP成長はマイナス7.3％と滅辿し、

輸出の滅少、輸人の増大へと推移した。秋17に

午．．リ、輸人税6％の導人、レイ貨の下落が見ら

れたが、年を辿じての貿易は35億ドル弱の人・赤

字となった。

この年の貿易相手で、輸出、輸入ともに拡大

しているのはEU諸国で、輸出は前年の56.5%

から64.5％へ、輸入は同52.7％から57.7％へと

なかでもドイツ、イタリアヘの伸び上昇した。

が大きい。現政権はEU以外の諸国との関係改

蒋にも努めているが、貿易に限るとEUとの関

係が強まりつつある。 98年の貿易赤字のうち、

ロシアを含む中・ 東欧相手では、約15億ドルを

記録した。ロシアからのエネルギー輸人約10億

ドル、ハンガリーからの小父、肉の輸入 2億

5,000万ドルがこれら諸国との貿易赤字の ヒ要

囚といえる。

令体的な輸出浴ち込み品 11には化学製11111,、自

動車、畜産品＾序があり、多少ながらも伸びを示

したものに衣服、靴等がある。シェアでは繊維・

衣9l|iが26%、令／函製品が19%。輸入品I」はほと

んどの分野で増大しているが、なかでも畜廂品

1997. 98 91 1レー ・̀'・・・.,.U)品11}},",/り閣

詑額 1997,, 

綸1/¥(FOB) 8,431 

輸人 ICIF) 1 1.2HO 

f/lj~、 r 2.899 

I要tt9l品II シ,.ア

輸出

繊纏 ．K
合は ・金狐製品

憬1貞・霞れ憬甜
1,nu • 製，更製品
1L7製品
lit・會

↓`↓m 
事骨 ・會17'製品

r1動 9ド・述輸機器

1，已小，II

そd)他

綸人

憑械 ・胃なi隕悩 1.39:!.6 23.0"o 2. 7211. 7 

1,,11・鯨烹引品 2.~.:.6.9 22.7"o 1,731.11 

繊繕 • Kれ l 565.3 13.91% I.8i3.9, 

化7製品 ，1111.3 8.3% l.9127 7 

合は ・令属製品 669.7 3.9", 7!Ml.2 

≪̀r．會＂製品 6.I’I.8 3.K'’u 2,117" I 

t9見，II, 156.5 I. l"u 2:,0 I 

薬111,1L・速輸攪器 29:i l 2 6% 123.3 

1,』し小，II •1.125 2 Ill.SI沿 91

そd)他 1,11.;↓.H 16. 1怜 9171111 8 2% 

lfl所： 9L マニア統計91量 9’H9 9t•版、品 II 別 I J` SXII：提供＂ 91からfi成

1.911.11 

1.556. 1 

737.1 

t,17.9 
ぷ<J.7

:su. ・I 
174 7 

19~.9 
23(I I I 

6.11!<11. I 

1. 959 1. 9 

23.11°。
IK.5°o 

K.i0o 

i.6°o 

6.6% 

6.5"o 

3. 6% 

2. 1% 
‘I -o 
ー・io 

IH. 1°0 

199,,,,,-・.・ニアの国別＼‘tり額旧t位： 1（K))Jド9し）

輸出 (1.・()ll)

I~ 名 雹 ン，・I'KI前り比

2, 1611.9 

I,5H3. I 

7曲．4

'>lli.f, 

:1:1,.9 

lxlH.4 

1;2,5 

!13 9 

162.6 

6. 7 1 1 2 

l,5H7.S 

l•I 名

1998 <1 

H. 3()2 

11,838 

:i.,,36 

シェア

（り＼£,':.:IIKI/Jド 9し）

tt97 {1 Jt 

1. 9% 

1. 9% 

24 l"o 

26.0°0 

)9)°99 

9 5% 

6. l"o 

4.()% 

7.3"o 
--o ,. 1・0 

l. I’’,9 

2.0°0 

19 1 % 

0

0

"

0

%

"
り

“
"
0
0
0
0
0
0
0

。̀̀
,
7
7
7
6
1
6

9

9

9

9

.

,

 

3

1

5

u

6

7

2

3

 

1
-

I

I

I

 

人 (CIF)

額

IU"o 

1, 7% 

7 1% 

21) 9% 

1 1 1, 1) 99 9 9 

I I 8% 

91 5%  

52, H% 

291. 3% 

4.9", 

3 1. 4 % 

1 6. 5% 

9. 3% 

1 8. 11% 

219.K"o 

611.0% 

11 l"o 

ンエ •9'9J"叩9比

I fクリア

2ドイツ

3ツソンス

1トルJ

5 /’メリカ

6 <フンダ

iイ 1・リス

HAーストリア

1, 827 22 11% 1 1 2%  

1.6~9 1!1.6°0 IU"o 

49 1 

3

9

3

3

9

 

ッ＿

1

1

0

4

3

3

3

3

2

 

5 9% 

3 9% 

J 8% 

:1.,.. 18.5°。

:1.6°0 

3. 11% 

5.6"o 

8.i0o 

() 1% 

1 2%  

1(1. 9 % 

1ドイツ

2イタリア

3 ー， シア

4 ソ ·9 ン •A

3 9、ンガリー

6 ・1;リカ

入リピ＇＇ヽ
《

9

Hイーストリア

2.06> 1; 1°0 II ;00 

2, 9l59l 1 7, 1 % 1 3 1 % 

1,1162 

815 

34 7 

199 

197 

[

9

 3
 

9.19% 21 7% 

6. 9% 25. 7% 

1.6% 37 ;°。

1 2%  

3代，

H.I1% 

1.:l"o 

i. 9% 1 •I ..1% 

F.l'諸rヽi

,,,・東欧＊

その他

5,3汰 615% 23.11% 

~-6 10.6°0 17.4°0 

2.0邸 24.9•。

El'‘"旧

巾 ・ 東欧 •

その他

6. 829 57. ;% 1 3. :io-0 

2,486 21 11°. 
., -o ,.,.. 

2. 523 2 l. 3% 

総計 8. 31)2 )00. 0% 1 5%  総計 11,8:!M 100.0", 4.9°0 

出所：ルーマニア統』1'1-ll 1999<ば叛

汁： ＊ロシアを含み、スイ人、ノルウェーは含よない。
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98年の国際収支等（百万ドル、中央銀行資料）

国際収支 96年 97ィ，：． 98年
経常収支 -2, 571 -2,486 -3, 010 
f＇（易収丈（共に FOB) -2,470 -1, 978 -2. 6ll 
サーピス収支 -385 -551 -503 
観光 -137 -257 -191 
沢本）以支 2,062 845 -513 
直校投迂 263 1,224 -141 
証券投衣 1,222 830 -110 
長JOlii'i入れ 905 859 262 
短期1!『人れ -83 115 -100 
届住が1砂外fti金 -257 -252 129 
非）、T：tl洛国内預金 319 266 -155 
移転収支 617 
対外債務 9 7 { | • • 1) l 97 { I. ・ l 2) l 9 8 { | : • 1 2) i 
総栢 7,164.3 8,228.0 8,967.6 
公的偵務 4,215 3 4,797.4 4,809 6 
公的保・,il:fi,i務 l. 89 I 9 2,028. 3 2, 168 4 
民I::lfれ務 I,057 0 1,402.3 1,989.6 
外貨祁備 9 7 {, : • 1) J 97 q • • 1 2 J l 9 8 1, : • 1 2) l 

総介 2. 772. 2 4. 4 98 :3 3, 789. 3 
外貨 1,779.2 3,480 3 2,863 8 
金 989. l 913.9 924.3 
SDR 104.1 3.9 l. 2 
うち中央銀行1呆布 812.2 2.,196 0 1,662.5 

の 3倍増、楽晶の60％附、［Ji1)) 」 |i.^•加の 44％妍が

LIに付 く。シェアは機械機器が23%、繊維 ・衣

Illi、およびイiiIII・鉱業製品がそれぞれ15％を 占

めている。

(3)国際収支

81年に102低ドルに逹していた対西側系柏偵

務は、ヽ1,'時のチャウシェスク大統領の対外仙務

返済戦賂によリ完済されるが、革命後、輸人h‘(1,

と輸出減によリ、貿易，｝卜字がlii．常的となる。そ

の赤＇r：各iiは、 90年に約17低ドル、 91年に15億
5,000)jドJレ、 92iF-に13伍5,000)jドルとf1i常的

となり、 98年には約35億ドル強にまでh刈大する。

このため98年の中銀外貨準備高（保布令を除く）

26佗ドルは、 16億ドル程炭まで滅少し、 99年の

対外伯務支払いに危険イパりがつく 。98年は、 1 

月より恥替が(I由化され、国際辿貨枯令(IMF)

8条団人りした年でもある。

国際的な格付け会社は、ルーマニアが99年の

外貨繰リに困難があるとみて、経済イ，i用lfIiでの

1:r1家格付けを ドげてきている。現在、川際格付

け会社であるフ ィッチIBCA、ムーデ ィーズ1,1,j

社によるソブリン長期の格付けはBマイナスの

ジャンク1此一歩手1iiiにある。
これに対し、中銀は99年の外貨子‘1,'てを52億

ドルとf悲し、経‘iifi）F‘t:、対外仙務を‘ノじ済して

も6侭ドル程度の外貨準備増が兄込めるとして

しヽる。

起W:95 年、 15年ぶリに 1,:• I 際金融 I l i場よリシ

ティバンクを幹事行としてシンジケート ・ロー

ンの1i『人れ(5J jに 1億5,00Q)jドル、 llJJに 1
億1,OOO)jドル）を火施し、 ン沢196年は14億ドル弱

をシンジケート ・ロー ンもしくはポンドの発行

を行った。この中には野村直Jー：券を杓怜‘ドにした

2度にわたるサムライ1れの，汁820億円の発行が
合まれる。98年は相次ぐ1叶際格付け会社の格付

けり 1 き ドげで、 11"1 際的な起伯が‘jく質 1 •が II［能に

なったが、現在はIMF、IIt銀からの新規融費の

決定をテコに国際狩本市場での起仙を計圃して

しヽる。

農業概況

1. I・．地利lll 

国 1・.1(1i柏2,380)jhaのうち、最 も大きいのは裳

地で62.1% (1,480)jha)。次いで森林28%、水

域と池3.8%、建造物2.6%、迅路と鉄道1.6%、

その他1.9％と続く 。1998年末の統，i|ーがポす農川

地の1：地利川内訳では、耕地が63.2% (935)j 

ha)、放牧地が23% (340)jha)、採が地が10.1%

(150万ha)、プドウI点lが1.9% (28)j2, OOOha)、

その他果樹園が1.8% (26)J3, OOOha)である。

1991年には全耕地の65.7％で投類が、0.9％で豆
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類が、 9.9％で［芸梢物（織維、油料、ハープそ

の他）が、 2.6％でジャガイモが、 2.1％で野菜類

が、 16.9％で飼料作物その他の作物が栽培され

ていた。

2.農地所布形態

1989年までの農業政策は、 上地と生沌手段の

「社会t義的」所有の強化を II的としていたた

め、国常農業団体が牒地の約29.7%、耕地の22.7

％を所布していた。国党農業部門の前要な役訓

をt11.う「国，沼；農業企業」(IAS)は、技術・経済的

に国家農業省の管轄下にあり、裳地の13~14%、

耕地の16.5％を所有していた。

1957~1962年までに設立された農業生産協同

組合(CAPs)は、農地の54~55%、耕地の66.5%

を所有していたが、山岳地船での協同組合化は

進んでいない。

法令第42/1990号および土地法第18/1991号に

始まる個人所有化のプロセスは、農業所有制度

に重要な変化をもたらす (1990~91年に農業生

産協同組合が解体された後、 民間部門の発展が

始まる）。1992年末には煤地の70％以上（1,389万

ha)と耕地のお よそ80%(7,466万ha)を民間部門

が所有し、そのうち個人世帯と家族組合による

ものは、農地が979万7,000ha(66.2%)、耕地が

696万9,000ha(75%)であった。農業組合（法人）

が所布する60万ha強(4.1%)の農地のうち49万

7,000ha(5.8%)は耕地である。

1992年時点の国営農業団体の所有農地 は

12. 9% (188万3,000ha)で、町レベルの煤地は217

万4,000ha(l4.7%)であった。

「社会主義」や 「協同組合七義」下での施設

の個人所有化は、土地法の規定に碁づく「旧所

有権の回復」、「土地の区画分配」にとど まった

が、その後の同法改革で旧地上は土地の返遠権

利、地主外の人々も土地所有権を得た。

L地改革後に約 3分の 1にあたる而梢の農地

が農業従1渇外に 'J-え られた結果、個人JiJi布者

のおよそ57％が60歳以上、 12％強が75歳以 1：と

高齢化 し、就農 II［能者は個人所布牒地(979万

7,000ha)の40~45％を所布するにとどま った。

1992年末現在、 1)Jl,000を超える＇家族糾合の平

均所有而禎は約140haで、 20.5％にあたる25ha

(20. 5%)以下の組合が最も多い。これに次ぐ

のは50~lOOha(21.2%)規模の糾合で、 250ha

以上は全体の15.8％である。

民営農業会社の‘F均所有而栢は455haで、 250

ha未満が全体の45.1%と最も多い。国営の農業

常利会社の平均所有面梢はl,200ha以上で、多く

が3,000haを超えるが、 5,000haを超えるものも

ある。

3.生産因子

土壌（チェルノゼム） は全国的に肥沃な土壌

として知られ、 農業生産の50％以上がこの土壌

中の栄蓑分に依存してい る。ただ、国内には20

世紀以降、 特に過去40年問に何世紀に もわた り

菩梢された1腐植贋の約30％が失われていると指

摘する土壌の専門化もいる。化学肥料の国内生

産姑と有効成分の関係を1986~1989年の数値で

みると、300kg/haの率で耕地への使用が可能で

あったが、実際には137kg/haにとどまり、耕地、

草原、牧京地の使用合計は87kg/haにとどま って

いる。

過去10年間、 化学肥料、有機烈肥料の1如用品

が少なかった(1988年は約2.9トン／ha、1991年は

1. 7トン／ha)のは、肥料の収集、貯蔵、使Jllが大

規模産業複合体内の家畜に集中したこと、農民

が土地所有者でないために関心が薄かったこと

が主原因と いえる。

農薬は、夏の期間は乾燥のため病害発生率を

低 く抑えるので、殺虫剤、 殺菌剤の使用祉は少

-12-



農産物生産の推移 （ I |i.位 ： T• トン）

年 1985 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 

穀類 ］9,503.3 18,379.3 17,173.5 19,306.6 12,288.5 15,493.1 18,183.8 19,882.8 14,199.7 22,107.3 15,452.7 

小麦 ・ライ麦 5,599.5 7,935.2 7,379.0 5,558.9 3,227.6 5,354.5 6,186.5 7,709.3 3,164.1 7,185.6 5,207.9 

大麦 1,763.1 3,436.3 2,679.6 2,950.7 1,678.0 1,552.8 2,133.6 1,816.3 1,107.5 1,889.3 1,238.0 

エン麦 92.5 167.8 234.0 258.2 507.7 553.6 496.8 404.4 290.5 325.4 362.1 

メイズ 11,903.2 6,761.8 6,809.6 10,497 3 6,828.3 7,987.5 9,343.2 9,923.1 9,607.9 12,686.7 8,623.4 

米 137.0 70.1 66.5 31.4 39.9 36.4 15.2 24.1 23.1 10.7 5.1 

エンドウ

その他豆類

ヒマワリ

大豆

搾油用亜麻

テンサイ

85.0 98.5 49.4 32.3 33.2 36.4 38. l 
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号主云：：二／1 で芦：言：言長］／言信言：こ詞三 ： ：詞： 口芸：： ：旦謬望 ：旦吾言 ：頸言旦 ：菩：旦 ：吾号言
出所： ルーマニア統計年鑑］993年炭版、 1999年版

なくてすむ。生産」，．、圃場での煎災な要索は如

何に雑芹．の発生を少なくさせるかで、そのため

に使われる除草剤の金領は全煤薬の 2分の 1に

逹すると推定されている。

農業機械は、1989年以降多数のトラクターを

はじめとする機械類が大幅に耐川年数を過ぎ、

｝兌耗などで機械 化 効率を 低下さ せた。

1990~1991年には、 全 トラクターの17%、穀類

収穫用コ ンバインの20%、メイズ収穫用コ ンバ

インの72%、飼料作物収穫用コ ンバインの66%

が摩耗で1兌棄された。こうした状態に陥ったの

は、個人所有化による土地の分散、燃料不足、

品産物の価格と関税の急上昇に起囚する。

全国の潅漑面柏は、 320万ha（農地の21%、耕

地の31%)で、 主にドナウ平野に集ま っている。

牧芹地の灌漑は総而梢のお よそ3.3％にと どま

っている。

水の‘F均貯蔵址は国内河川400億 m 3、ドナウ川

1,700億 m 3、地ド水901慈而と推定され、このうち

灌漑Jllに供給できるのは50億m刈こといわれる。

関係者の中には ドナウ川から100億m'/年と地下

水か ら30億m'/年を紺るためのプロジェク ト構

想を描 くものもいる。

農業は総泊骰絨のおよそ50％の水を泊骰する

が、最も多いのは灌漑（約69億m')で、 痰焦(22億

m＇）、畜産、食晶産業と読く 。現在、農業用水に

はかなりの浪四と損失がみられる。水路のおよ

そ40％にはライニングがなく、 30~60％の損失

を出している。溜池やポンプで汲み出した水も

推定では70％前後が過剰潅漑になっている。 現

状にみる水の損失は、エネルギーの損失にとど

まらず、 地下水の上昇、 一部裳地の塩類流失 ・

集和と浸水、さらには生産の低下を招く 。
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4.作物生I危

作物11~ ,笙は農業のi：災部分を占め、‘常に畜哨

の経済的価値を Lまわっている。1960~1989年

までのほほ30年にわたる期間は農業と畜産のIlil

に布意差はなかったが、 1991年度は畜産が滅少

したため、作物生産址は増大しなかったが相対

的に66％へと 1 •外した。 作物生産の評価領に被

も多く貢献したのは、牛骰コストと価格が，＇，●：jい

栽類、上公作物（織維、油糧植物、テンサイ）、

飼料作物である。

1989年ま での投類総11:I淮飛は概ねl,600)j

~1, 900)jトン。 L壌の11:1危能力は畝低で2,700

)jトン1年と椎崖されているものの、投類は収穫

hしの低さに）原囚してこの数値に逹した例がない。

1993~1997年の小麦 ・ライ女の国内l|t位収仇は、

2,532kg/haであったが、ルーマニアの高い上壌

能）Jを打I忍して西欧諸It:・IにみるlriJ期の4,662kg/

haと比較すると極めて低い。これは肥料、灌漑、

農作業の機械化、除卓剤などの生哨災因が効果

的に利川されていないところに）屈囚かある。 も

し、これら諸，点が改袴されれば、投類の単位収

htが現在のIEl内平均伯の 2倍から 3倍に増人・し

てもおかしくない。

豆類は飼料としても利川される市要な作物に

数えられるが、栽類のI|:1哨総而梢に占める比率

からみると大きいとはいえない。1986~1991年

までにエンドウ栽培而柏は33％減少し、豆類令

体ではおよそ25％滅少した。これら作物の単位

収賊は＇火際の 1：壌能力に多少近いが、満足でき

る水準には達していない。

油糧作物も行しく低い水準におかれている。

1989~1991年の間に栽培1(ri梢はおよそ28％減少

した。この期間に減少率が最も大きかったのは

79％減を，記録した人刃．である。11:I内の大豆収枯

が500~700kg/haと極めて低いのは、 L壌・気候

条件に原囚があるのではなく、灌漑された 1ー：地

での栽培、灌漑施設の維持管理を怠った農民の

栽培に対する関心欠如の結果である。Fundulea

研究所 の尖験農 l』で柑 られた成 果（約

2,500~2,700kg/ha) は、国内のI | •：陥要囚の関心

が改仰されれば高い収りしを達成できる記I)Jして

いる。

過去数年間のヒマワリ生産品の滅少はヘクタ

ール喝たりの収砒が減少したためである。ヒマ

ワリの種11・：廂は1986年の1.8トン／ha、1989年の

1.5トン／haから、 1991年にはおよそ1.3トン／ha

へと滅少した。

テンサイも同じような滅少を，記録している。

西欧諸I―[;-lや他の国々と比較してヘクタール‘りた

リの平均収htか非常に低いため、 If.Ii人VI{I}伶は砂

制の国内，1,浅i要を満たせない。

ジャガイモの栽培lhi柏はここ数年間に33％以

上滅少し、ヘクタ ール ‘ 1,1たリ の ‘ |;•均収斌でも

36.1％と大きな滅少を記録した。ほとんどの作

物の栽培1(1j柏が滅少しているが、特にヘクター

ル当りの‘V均収斌と総生哨賊の減少は、農業協

同組合部門の解体直後の特徴をぷしている。こ

れはルーマニア農業にと って爪大な経済的社会

的結果をもた らした現象である。

5.畜I祖

1989年以降、多 くの集団農場が解体し、豚、

牛等の人刈'・!‘家畜の飼低数が激滅した。

このため飼料の',l,→i災が減少しトウモロコシ＾序

の穀類の価格も暴落し、飼料生産は低迷してい

る。
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（ヴィエトナム）

2000年7月、 （社）海外煤業開発協会はヴィエトナムメコ ン

テルタ地域を対象に、牒業削発分野での外国査木の砕入、民

間介弁農業事業の設立可能性等の把捏を目的に現地調杏団

を派造しました。

本稿はその際、関係機関から収狛した資料をベースに国内

閃係機関による披新情報を加え、本誌用に取りまとめたもの

です。本件の詳細なli'}報を希望される方は協会＇ド務局までご
辿絡下さい。

海外農業開発協会 第一事業部

1.地理

ヴィエトナムの国土は、北緯8度から23度までにわたり南北に細長い。北は中国、西は

ラオス、カンボディアに国境を接し、東および南西部はトンキン湾、南シナ海、タイ路に

面し、海岸線は約3,200kmに及ぶ。国土面積33万2,000km'のうち、平地は21％で、他は2,
000~3, ooom級の山脈や、 1,000m前後の高原大地である。平地は、 北部の紅河デルタと南

部のメコンデルタ（平地に占める占有面栢は81%) に代表される。

2.気候

熟盟モンスーン気候に屈するが、北部と南部、高地と低地では気候条件が異なる。北部

の年平均気温は24℃だが、最高気温40℃、最低気沿'L3 ~ 8℃と温度較差が大きい。中部高

原地ヽ 1;}は同22~24℃で、最高は36~39℃、最低は 6~ 7 ℃である。南部のホーチミン市は、
月平均気温が25~29℃で推移し、年較差が少ない。雨期は一般に 5~10月（乾期11~4月）

で、この期間に年間降雨の80~90％が鮨中する。年降水屈は、北部で1,500~2,800mm、山

岳地域で4,000~5,000mm、南部で1,800~2,500mm。ただ、 中央南部の湘岸地帯には600

mm程度しか降雨のない乾燥地楷も存在する。
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3.人口

99年の人11は約7,633万（男3,752万、女3,881万）を数え、人 IJ密度の全国平均は230人

／厨である。人日の約75％は農村部に集中している。 8区分別の人口分布をみると、 北西

地術は222万、南部中央海岸地；悶は653万、中央高原地船は310万だが、 他の5地船はそれぞ

れ1,000万を超えている。なかでも人日集中度が高い地域は、平地面栢が大きい紅河デルタ

の1,480万とメコンデルタの1,613万である。

4.民族

民族別の人 11割合では、キン族が全人口の85~90％と圧倒的多数を占めている。他は中

国系 (3%)と少数民族である。政府の公表によると民族数は53で、少数民族は主に山岳

地術で生活している。

5.政治

共産党の一党独裁。86年の第 6皿党大会で採択された市場経済システムの導入と対外聞

放化を柱とするドイモイ政策は、 旧ソ辿、東欧諸国の崩壊後、周辺諸国、欧州諸国との国

際交流を活発化させ、 97年後半に成立した最高指導部も同路線を継続している。95年に東

南アジア諸国辿合 (ASEAN) に正式加盟したのに読き、 96年にアセアン自由貿易地域

(AFTA)、98年にアジア太平洋経済協力 (APEC) に加盟した。

当面の大きな課題として、対外的には中国との紛争が繰り返される南沙諸島をめぐる領

有権問題、米国の最恵国待遇供伊の縛りをいかに取り払うか、また、国内では政治面で共

産党指導者の若返りが急務となっている。

6.経済

ドイモイ政策の溝入が経済に活気を与え、 95年には経済成長率9.5％を記録したが、その

後、金融不祥平による金融機関の貸し渋り 、査金不足による生産の低迷、農産物価格の低

落による農民の購買力低下等の構造的な問題が顕在化し、97年の成長率は9.0％にとどま っ

た。98年は同5.8%、99年は同4.8%といっそう振るわなかったが、 2000年は工業部門の成

長、非国営外査企業の成長、輸出の伸びが牽引的な役割を果たし、同6.7%（統計総局辿

報値）と上向かせた。
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主要経済指標

1996 1997 1998 1999 

GDP成長率（％） 9.3 9.0 5.8 4.8 

インフレ率 4.5 3.6 9.2 0. I 

消費者物価上昇率（％） 5.7 3.2 7.2 4. I 

外貨準備高 151 158 191 279 

対外債務残高（百万ドル） I, 814 2,098 2, I 00 3、423

失業率（％） 5.9 6.0 6.9 7.4 

貿易収支（百万ドル） ▲3, 150 ▲|,358 ▲780 I,080 

出所 ：アジ研 アジア各国・ 地域経済統計、 JETRO国別概況よ り抜粋

7.農業

98年の主要農作物の栽培面積は1,174万ha、99年の林地面栢は1,088万4,500ha （天然林

949万4,300ha、人工林139万200ha) である。

96年以降、農林水産業の生産値はGDPの約24~25％で推移しており、就業人口は全就業

労働人口の9％前後となっている。

主要農産物栽培面積 単位 ：千ha

総作付面積
食糧作物 工芸作物

他の穀類 単年性 永年生
果樹

稲

1995 10,496.9 6,765.6 1、206.4 716.7 902.3 346.4 

1996 10,928.9 7,003.8 I、213.5 694.3 1、015.3 375.5 

1997 II、316.4 7,009.7 I,230. 7 728.2 I, 153.4 426. I 

1998 11,740.4 7、362.7 1,224. I 808.2 I, 202. 7 447.0 

出所： STATISTICALYEAR BOOK 1999 

＊ ＝総作付面積の合計数値は合計数値と異なるが、他の作物が含まれると推定さ れる。

GDP部門別構成比（％）

1996 1997 1998 1999 

農林水産業 25. I 24.2 23.7 23.8 

工業 31. 3 32.6 33.4 34.3 

サービス業 43.6 43.2 42.9 41. 9 

出所 ：STATISTICALYEAR BOOK 1999 
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く農業政策＞

96~2000年までの 5ヵ年計画の農業政策

① 作付体系の見直 し、高収祉品種の普及によ って、2000年までに食糧生産3,000トンを逹

成する。

② 工芸作物、果樹、野菜は、農家レベルでの加工産業と リンクした集約的産地形成を図

る。特に、工芸作物は総生産の45％をバイオテクノ ロジーなどの先端技術に転換する。

③ 畜産は食品加工業とリンクした集約的な家畜飼育地域を発展させ、農家数を増大させ

る。品種、品質改善をもって2000年までに畜産部門の農業総生産に占める比率を30~

35％に高める。

2000年の食糧生産量は3,600万ト ンで、農業部門5ヵ年計画の目標を達成 したが、 国内米

価の低下、輸出額の減少傾向から、政府内には今後の食糧生産の成長率が低下すると予測

する声も ある。

工芸作物のうち コーヒーは、中央高地でロブスタ一種の生産拡大策がとられてきたが、

作付面籾拡大の奨励策は中止された。輸出屈は増大しているものの、価格急落によ って貿

易額は減少している。ゴム、カシュー、茶、 コショウの輸出は好調である。

果樹、野菜生産は、栽培規模が小さ く産地が形成されるまでにはいたっていない。また、

品質面でも優良種子の普及が遅れている等に起因して、国際市場で競争できる水準に達し

ていない。

加工工場の近代化の遅れに対しては、政府が1999年より新たなマーケテ ィング方式を導

入、農産物の貯蔵・加工施設への投査促進を盛り込んだプログラムの実施に着手しはじめた。

8.農産物貿易

98年の農産物輸出額は約22億7,400万ドル（輸出総領の24.3%)であった。これに林業 1

億9,100万ドル、水産業8億5,800万ドル、その他の関連産品を加えると、輸出総額に占め

る農林水産関係の比率は約27.8％になる。

ここ 4~ 5年、農産物貿易を産品別にみると、世界一の輸出国と いわれていたコメが減

少傾向にあり、ラ ッカセイ の輸出も伸び悩んでいる。カシューナッツは横ばい。一方、増

加傾向にあるのはコーヒー、ゴム、野菜 ・果実、コショウ、茶だが、貿易額収入は国際市

場価格の低下で増えていない。

日本の農産品輸入は冷凍エピ、イカ等の魚介類、およびコーヒー、 茶、香辛料等の食料

品が主で約10％の伸びを示し、 99年の輸入額は約4億8,300万ドルを記録している。

以下は貿易上の留意点で 1ある。

① 貿易業務参入制限（ライセ ンス取得義務）

② 輸入数姑制限 （ク ォータ）

③ LC発行規制
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主要農産物の輸出動向

品目 単位 1996 1997 1998 1999* 

コメ 千トン 3,000.0 3,575.0 3730.0 4,550.0 

ラッカセイ 千トン 127.0 86.4 86.8 56.0 

コーヒー 千トン 283.7 391. 6 382.0 488.0 

ゴム 千ト ン 194.5 194.2 191.0 263.0 

カシューナッツ 千トン 16.5 33.3 25.7 16.0 

野菜・果物 100万 ドル 90.2 71. 2 52.6 74.0 

コショウ 千トン 25.3 24.7 15. I 34.8 

一余 千ト ン 20.8 32.9 33.0 37.0 

加工肉 100万ドル 10.2 28.8 12.0 n.a 

木材、木工品 100万ドル 160.0 187.3 125. I n.a 

水産物 100万ドル 696.5 782.0 858.0 979.0 

出所：JETROハノイ資料（STATISTICALYEAR BOOK 1999、ヴィエトナム統計局資料より作成）

* : 1999年、2000年は暫定値

9.投資動向

2000* 

3,500.0 

78.2 

694.0 

280.0 

26.4 

205.0 

36.2 

44.7 

n.a 

n.a 

I,475. 0 

全体的に外国投衰は減少基調にある。2000年は前年比21.3％増の19億200万ドルであった

が、 七因はガス採掘とパイプライン建設の大型案件によるもので、製造業を中心とする投

査は増えていない。

「1本か らの投衰も滅少傾向にあるが、 2000年は前年比25.4％増の7,790万ドル、件数で10

件増の24件を記録した。累計投査件数ではシンガポール、台湾に次ぐ第3位だが、実行額

ベースでは第 1位である。

投査面では、以下の諸点についての留慈が必要である。

① 現地部品の調達が困難であること。

② 土地、税務、送金、輸人等の手絞きが煩雑であること。

③ インフラが未整備であること。

④ 外査関連法の改変、運用幅が大きいこと。

10. 外国投資奨励プロジェクト

ここに掲載する 「農林水産業分野での外国投査奨励プロジェク ト」 は、ベトナム計画投

衰省が作成 ・公開している 「外国投査奨励プロジェク トリ ス ト」 の中から、）嬰林水産業に

関連するプロジェクトを抜粋したもの。
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農林水産業分野での外国投資奨励プロジェクト

百
分類 事業位置 内 容

事業規模／生産量
香 （年間）
号

I 栽培 ・加工
Vinh Phuc,Phu 小麦粉・澱粉生産、

120トン／ 日
Tho 原料栽培

Bae Ninh, Ninh 野菜 ・果実缶詰生産、
2 栽培 ・加工 Binh, Khanh Hoa, 

原料栽培
15、000~20,000トン

Hai Phong 

3 栽培 ・加工
Qusng Nga1, 野菜・果実缶詰生産、

20,000トン
Hung Yen 原料栽培

Binh Duong, Tien パイナップル缶詰： 5,000トン、
4 農産加工 Giang, Can Tho, 果実缶ジュース工場建設

濃縮果汁： 20、000トンKien Giang, Ha No1 

5 農産加工
HCMC, Oak Lak, 輸出用インスタント

パック ・缶入り： 20,000トン
Gia Lai コーヒー工場建設

6 栽培 ・加工 Phu Yen 
輸出用カシューナッツ

7,000~10,000ha、30,000トン
生産、原料栽培

7 農産加工
Da Nang, 濃縮トマトジュース

果実100~|50トン／日／工場
Hai Duong 工場建設

8 栽培 ・加工 Phu Yen, Ca Mau 
輸出用ココナッツ生産、

7,000万果、 4,000トン
原料栽培

， 農産加工 Ha Noi, Binh Dinh, 
国内産原料植物油工場建設 10,000トン

Tay Ninh 

Dak Lak, Lam 18,000~20、000豆頁、 32、000~

10 飼育 ・加工 Dong, Thanh 牛乳生産、高乳産牛飼育 35,000トン（工場生産規模：
Hoa Moc Chau 30 000~40 000トン）

11 飼育 ・加工
Quang Ninh, 

肉牛飼育、高品質牛肉生産 5、000頭、 1,500トン
Nghe An 

12 飼育 ・加工
Hai Phong 赤身肉豚飼育、 と畜20,000~30,000頭、

を除く各省 輸出用豚肉生産 15,000~20,000トン

13 飼育 ・加工 各省
血統証付き鵠飼育、

と畜600,000~800,000羽
肉生産

14 飼育 ・加工 各省
血統証付きアヒル飼育、 母禽5、000羽、と禽250万羽、

肉 ・毛生産 農場75ha

Thanh Hoa, Kon 造林50,000ha、50,000~
15 造林 ・林産加工 Tum, Hoa binh, 造林、紙パルプ工場建設 100,000トン（工場生産規模）Son la 

Binh Thuan, Son 造林30,000ha、55,000m'
16 造林 ・林産加工 La, NOguhae nAg nN , Ha 造林、合板工場建設 （工場生産規模）

Tinh am 

17 林産加工
Binh Duong, 

合板・繊維板生産 30,000~50,000トン
Hoa binh 

18 造 林 Phu Tho ハイテク苗木生産 1,000~1、500万本
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国際協力事業団投融資事業に係る金利の見直しについて

農林水産省

国際協力課事業団班

TEL : 03-3502-8111（内線3333)

1.趣旨

JICA (I rs/際協力＇ド業団）開発投刷噴事業の金利については、 1974年の制度発足以米Ililじ金利

（小規校案件： 0.75%、一定事業規校以卜の試験的＇ド業 ：2.5%~3.5%̂り）でありましたが、

近年、国際協）J銀行(JBIC)の海外投雌費(11IOECF業務の木邦企業向け融沢）の金利（ 2％前後）

を 1..|IIIるなど、低令利ドにおいては、金利体系は不介則なものとなっていました。

また、小規校案件の令利である0.75％についても、JBICの湘外投融賽金利と 1％和｝文しか金

利差がないため優位性が非常に小さくなっていま した。

このような状況下で、民間企業の海外進出を促進するとともに本＇ド業 の活川を図っていくた

めに、平成12年4JJ 1 11に下記のとお I)1筍付令利の兄直しを尖施しました。（別表参照）

2.改正の概要

杓成12年4J l 1 II から次のように改」 1 :• O

改iF.1iii令利 改正後令利

(1)一定規校以上の'li業

①5低円超の試験的＇ド業 2.5~3.5% JBIC海外投融賽金利ー1%

（ド限0.25%、」限3.5%)
---- ----- ..  ー・ ー・ .. 

②30億円超の関辿施設整備’li業 2.0~3.5% JBICihj：外投融査令利一1.5%

（ド限0.25%、土限3.5%)

(2) I・.,]じ規校以下の小規模案件 0.75% 0.75%、0.5%、0.25%

(JBIC海外投融莉令利に連動）
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別表

国際協力事業団投融資業務貸付条件

’li業1え分 事業規校 融賽率 融沢限度領 金 利 fit遠期限 il片ift J Ul | l.: J 

0.25% 

5億円以 ド 100% 5億円 0.50% 

試
0 75% 

験 20年以内 5年以内

的 ※]  ※ l 

事 (30年以内） (10年以内）

業 11;lf祭ti,!)]針I{1i・

5億円超～ 85% 17 75億円
の海外投融沢

業務の行付利

20億円以下 ※2(100%) ※2(20億円） 'f-1 0% 
（ド限025%、
,-,恨35%) 

7億円以下 100% 7億円

0.25% 

0.50% 

関
7億円超～

0 75% 

連 85% 26.55億円 20年以内 5年以内

施
般 30億円以下

設

整
国際協）J銀行

30億円超～
の海外投融森

備
85% 39.3億円

業務のll'付利

事 45億円以―I‘・ '-1-1-] 5% 
（ド限025%、

業 I’．限35%) 

特
0.25% 

りlj
45億円以下 100% 45億円 0 50% 30年以内 10年以内

※ 

3 0.75% 

（注l)曲沢に際しては、本邦銀行やその他企業邪の保証、又は物的担保（本邦のIRIOt官）が必要です。
（注2)m境i呆令利造林’Ii業と は、 途十川 の緑のIIll復に沢する II的で尖施される 'li業です。

平成12年 4月1H 

備名：

試験（l年1リ菜

(I) 特に必要があって、 20
億円を越える ’lt業を認める
場合の1f付条件については、
個別に協，，義して屯めるもの

とする。

(2) 先辿II~ で行う ’l 9 業につ

いては1!;il1llとして国際協）J
銀行の海外投融沢菜務に準

ずる1t付令利とし、 個別に
協議して巫めるものとする。

(3) ※ ]の条件は、J，し熊 ・

造林及ぴ曰壌i呆令利造林’li
業について適JIIする。

(4) ※2の条件は、 m境保
全型造林’li業について；直lll
する。

関連施設整備1り業

(I) 特に必要 があって、45
（む円を超える4li業を認める
ib合の1HI条件については、
個別に協議して定めるもの

とする。

(2) ※3の条件は、施設専危
備後に相手1川政府宮に無償
で譲渡されるもの、 相手IEI
政府守の1祈イiする施設の改
修：’l.i業、曰境保令烈造林1i
業、 及ぴ曰境it荷の軽滅を

図るための施，没糀備 ('I,1該
国の閑境）＆部を 1..lIllるもの
に限る。）について適）11す
る。

（注3) 1~記のそれぞれの利率については、 国際協力銀行の海外投融沢業務の行付禾ll '枠が0 .25％を 1汁 I Il って定め られた和1 ’fiである場イド は 、 I , i l
利r作と呼しい利半とな ＇）ます。
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（社）海外農業開発協会は昭和50年4月、我が国の開発途」｛．国などにおける煤業の開発協力に

寄与することを H的として、農林水産省 ・外務省の認可によ り設立されました。

以米、 当協会は、民間企業、政府および政府機関に協力し、梢報の収巣 ・分析、調森 ・研究、

事業計両の策定、研修且の受人れなどの事業を梢極的に進めております。

また、国際協力事業団をはじめとする政府機関の行う民聞支援事業（調杏、融査、専門家派

辿、研修且受入れ）の農業部門については、会員を中心とする民間企業と政府・機関とのパイプ

役としての役割を果たしております。

海外農林業開発協力促進事業とは

多くの開発途上国では、農林業が重要な経済碁態の一つになっており 、その分野の発展に協

力する我が国の役割は大きいといえます。そのさい、当協会では経済的自立に必要な民間部門

の発展を促すうえで、政府間ベースの開発援助に加え、我が国民問ベースによる煤業開発協力

の推進 も欠かせないとの見地から、昭和62年度より農林水産省の補助事業として 「海外農林業

開発協力促進事業」を実施しております。

当補助事業は今日までの実施の過程で、開発途」：同における農林産物の術要の多様化、高度

化などを背娯とする協カニーズの変化および円泊な情報管理 ・提供に対応するための拡充を行

い、現在は次の3部門を柱としております。

1.優良案件発掘・形成事業 （個別案件の形成）

煤業聞発ニーズなどが認められる開発途上国に事業計画、経営計画、栽培などの各分野の

諄I"1‘家で構成される調究団を派追して技術的 ・経済的視点から開発事業の実施可能性を検

討し、民間企業による農林業開発協力事業の発掘 ・形成を促進します。

民I廿lベースの開発途＿1屯．国における農林業開発事業の企画 ・立案に関して、対象国の農林業開

発、 地域開発、外貨獲得、雁用創出、技術移転などの推進に寄与すると期待される場合、有望

作物 ・適地の選定、事業計両の策定などに必要な現地調査を行います。
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2.地域別民間農林業協力重点分野検討基礎調査（農業投査促進セミナーの1}f.l催）

農業投沢の II［能性が高いと兄込まれる地域に調杏団を派追して、ヽl,I該地域の農業ポ梢、投

脊環境、社会経済情勢を把捏 ・検討し、検討結果に基づく 農業開発協力の煎点分野をセミ

ナーなどを辿じて民間企業に提ぷします。

セミナーでは、農業投狩を検討する 1．．で必要となる基礎的梢報とともに、現地政府関係機関

および業界各方面から提出された合弁等希望案件を紹介します。

これまでに、 ①インドネシア、 ②ベトナム、 ③中国拗子江中下流域、 ④中国渤海惰沿jや地域、

⑤中国拗f江上流域、⑥中国南部地域（裳南省、広西壮族自治区）、 ⑦中国北部地域（内蒙古fl

治区、半反阿族自治区、甘粛省、新贔ウイグル自治区）を対象にセミナーを開催しました。

3.海外農林業投資円滑化調査 （情報の提供と民間企業参加による現地調査）

投賽I具l辿情報の整備 ・提供を行うとともに、主に海外事業活動経験の少ない企業などを対

象に、関心の高い途上国へ調究団を派造し、当該国の農業開発ニーズ、農業生産環度など

を把握します。

業界の団体、あるいは関係企業などの要望に沿った現地調究を企画 ・立案し、協会職且が同

行します(1社年度 1阿）。現地調介では、現地側の企業ニーズ、投査機関などの開発ニーズを把

握するとともに、事業候補地の調否および現地関係者との慈兄交換などを行います。参加にあ

たっては、、長骰（航空賃、宿泊骰、食骰など）の負担が必要ですが、通訳 ・車両用上などの調

究骰川は協会が負担します。

また、本調杏の結果概要をはじめとする投資関連情報を提供するため、季刊誌を発行してい

ます。

（社）海外農業開発協会 農林水産省

• • 第一事業部
国際協力課事業団班

TEL : 03-3478-3509 TEL : 03-3502-8111（内練3333)
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ベトナムの「コーヒー」

学名： Coffeasp. 
［アカネ科： RUBIACEAE)

英語名： Coffee

現地名： Ca-phe

ベ トナ ムの コーヒ一生産足 (green

bean)は90年からの10年間で約9倍に増

加した。99年インドネシアを抜いて世界

第3位、翌2000年コロ ンビアを抜いてプ

ラジルに次ぐ同第2位の座に貯いた。主産

地は中央高原のブンメ トット （ダクラク

省）、 バオ ロック （ビント ウアン省）な

どである。

外貨獲得源として コーヒー輸出が振興

された結果、ベ トナムはブラジルに次ぐ

世界第2位のコーヒー輸出国にな ったが、

品質面の改善が今後の課題である。国際

コー ヒー機構 （ICO)加盟輪出国による

コー ヒー・リ テンション ・プランの足並

みが揃わないことが、国際価格低迷の一

要因になっている。

一方、 国内では98年にベ トナム資本の

コーヒーチェーンが登場し、ホーチミン、

ハノイなど大都市に加え 、地方都市でも

200店舗以上に拡大している。今夏には同

コー ヒーチェーンが東京都内に海外第1号

店の出店を計画中という。

ブンメトット． 
． 

バオロyク

（第一事業部 岡田幸久） I 105° E 

ベ トナムのコーヒ一生産 ・輸出

年 1996 1997 1998 

面 積 （ha) l) 206,000 250,000 213,802 

生産量（ton)1) 320,100 420,500 409,300 

輸出量 （ton)2> 283,700 391,600 382,000 

1)出所 ：FAO

2)出所： StatisticalYear Book 1999,ベ トナム統計総局

注 ：1999,2000年は暫定値

1999 2000 

242,832 291,000 

553,000 802,500 

488,000 694,000 

20° N 

10゚N
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